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地域再生計画 

 

１．地域再生計画の名称 

  

糸満「海幸・陸幸」資源活用型人材育成事業 

～夢の持てる、住み続けたいまち実現プロジェクト～ 

 

２．地域再生計画の作成主体の名称 

 

糸満市 

 

３．地域再生計画の区域 

 

糸満市の全域 

 

４．地域再生計画の目標 

 

（１）概要 

糸満市は、沖縄本島の最南端に位置し、県都那覇市から南へ１２㎞のところにある。 

戦後間もなく、多くの住民を失った真壁・喜屋武・摩文仁の３村が、昭和２１年に合

併して三和村となり、昭和３６年１０月には合理的かつ能率的な行政運営及び財政力の

強化を図るとともに、文化的産業都市の建設を目指して、糸満町・兼城村・高嶺村及び

三和村を廃止して、新たな糸満町が誕生した。そして、産業の振興と諸施設の充実、住

民生活の向上を図るため、合併１０周年を迎えた昭和４６年１２月１日に市制を施行し

て、新たに糸満市としてスタートした。 

この間、社会資本の整備・充実に積極的に取り組み、昭和５９年には約２６７ヘクタ

ールの広大な第４次埋立事業（西崎町）を行い、商工業や水産業の振興、住宅の集積、

公園の整備などによりめざましい発展を遂げた。さらに、平成１４年には南浜埋立事業

によって潮崎町が誕生し、市庁舎の建設や住宅地の造成など新たな都市基盤の整備を図

るとともに、土地区画整理事業、糸満市観光農園事業、国道３３１号バイパス糸満道路

事業等の大型プロジェクトや新規事業が次々と推進され、名実ともに南部の中核都市と

しての飛躍が期待されている。 

糸満市南部の旧三和村一帯は、太平洋戦争・沖縄戦終焉の地で、戦禍で倒れた多くの

戦没者の遺骨を納めた国立沖縄戦没者墓苑をはじめ、魂魄の塔、ひめゆりの塔、沖縄師

範健児之塔などが建立され、摩文仁の平和祈念公園を中心に沖縄戦跡国定公園に指定さ

れており、修学旅行生の平和学習の地として、沖縄県観光の中心的役割を果たしている。 

 

（２）人口推移 

平成２０年（住民基本台帳人口の概況）における糸満市の人口は、５７，６９５人と
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なっている。 

人口の推移（昭和４５～平成１７年）をみると、昭和４５年の３４，０８３人から着

実な右肩上がりの増加を示しており、平成１７年には５５，８１６人と３５年間で人口

は１．６９倍になっている。 

人口の伸び率をみると、昭和４５～５０年にかけての１５．５％から昭和５５～６０ 

年、昭和６０～平成２年、平成２～７年までは概ね７～８％の伸び率となっているが、

平成７～１２年及び平成１２～１７年は３％以下となっており伸び率は鈍化している。 

 

（３）就業環境 

平成１７年における産業別就業人口をみると、第１次産業が１，８７５人（８％）、第 

２次産業が４，３４６人（１９％）、第３次産業が１６，７９４人（７２％）となってい

る。 

  また、就業人口については、実数では増加しているが、割合でみると低下しており、 

平成２年と平成１７年を比較すると２．５ポイントの減少となっている。また、沖縄県 

と比較すると、平成２年では糸満市の就業者率が１．１ポイント低いのに対して、平成 

１７年には糸満市の就業者率が沖縄県より１．７ポイント高くなっている。 

次に、雇用情勢は完全失業率の状況でみると実数・割合ともに伸びており、平成１７

年には沖縄県の完全失業率１１．９％とほぼ同等の１１．８％になっている。失業者層

を見てみると、若年層（１５～２９歳）の失業率が、３５％と高い状況が続いており今

後の地域経済の活性化にも影響が懸念されるところである。 

 

（４）糸満市のこれまでの取組 

これまで、糸満市は沖縄本島南部の中核都市として、市民生活の安定と向上を地域の

発展を図る上での基礎的課題とし、これまでの人口潮流に変化を与えるような、実効性

のある取り組みが必要であるとされてきた。 

このため、「雇用機会の創出に向けた産業の振興」や「定住条件として魅力ある生活環

境の整備」に努めてきた。 

また、糸満市は企業誘致を推進することにより、雇用創出の拡大を図り、経済の活性

化及び市民生活の安定・向上に寄与するため、西崎工業団地に工場等を設置した者に対

し、助成金等の様々な優遇措置を講じ、雇用の創出に向けた産業の振興を推進してきた。 

 

（５）地域再生計画の目標 

本計画は、糸満市の主要産業である農水産業を中心に、農商工連携を図りながら、数

ある文化財や観光資源を活用した産業振興を図り、生きがいに満ちた健やかな長寿を支

えていく上において、地域が自発的に雇用を創出していくような施策を展開していくこ

とによって、①観光施設を知り、まちづくりの担い手となる人材の育成、②おもてなし

マインドを育成し、滞在型観光客とリピーターの確保、③生産者の意欲を喚起できるプ

ロデューサー・コーディネーターの育成、④医療・福祉の現場を支える人材が確保、⑤

ＩＣＴ技術者の育成、⑥若年求職者のためキャリア形成支援を行い、夢の持てる、住み

続けたいまちを実現するため、雇用を創出し、人材を育成して、地域を再生するための



計画とする。 

新規雇用の目標を以下のとおり設定する。 

 新規雇用の増加 

    平成２２年度    ４５人 

    平成２３年度   １６０人 

    平成２４年度   １６０人 

                   

    合計       ３６５人 

 

５．目標を達成するために行う事業 

   

５－１ 全体の概要 

 糸満市内外の観光客の拡大を図る「観光産業分野」の更なる向上とそれらを支える「農

商工連携分野」を重点的に実施し、結びつけることにより市民生活の質を高める新たなサ

ービスの創出やまちの魅力向上といった波及効果に繋げていく。また、高齢化社会に向け

て「高齢者福祉分野」についても幅広い人材の育成を重点的に実施することとしている。 

よって、産官学そして民との連携・協業により、様々な地域資源を積極的な活用と、人

材育成事業として地域雇用創造推進事業（パッケージ事業）を活用し、観光産業、農商工

連携、高齢者福祉、情報通信産業等の分野において更なる雇用の創出を促し、地域経済の

持続した活性化を目指すこととしている。 

 

５－２ 法第５章の特別の措置を適用して行う事業 

 該当なし 

 

５－３ その他の事業 

５－３－１ 地域雇用創造推進事業 

（１）実施主体：糸満市地域雇用創造推進協議会 

協議会構成員：糸満市、糸満市商工会、沖縄県農業協同組合糸満支店、糸満漁業協

同組合、糸満市観光協会、糸満市社会福祉協議会、糸満市女性団体連絡協議会、糸

満市青年団協議会、糸満工業団地協同組合 

（２）事業内容 

Ⅰ 雇用拡大メニュー 

 （１）地域ブランド・販売促進雇用拡大事業 

① 食のコミュニティビジネス事業 

事 業 名：講師招聘 

事業内容：グリーンツーリズム推進の一環として地域の飲食店経営者や婦人グル 

     ―プを中心に豊かな海・陸の食材をベースに、糸満名物料理の開発研

             究会を発足させる。そのための地域コミュニティビジネス基礎から名 

     物料理企画・開発までの一連の研修を開催し、地域コミュニティ形成 

     による継続的な推進を図ることにより地域雇用の拡大を推進する。 
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② 観光物産ネットビジネス事業 

事 業 名：講師招聘事業 

事業内容：地域ブランド商品の販売や観光情報、求人情報の発信に向けて、ＩＴ

の基礎知識を身につけ、ネットショップや地域おこしの成功事例を学

び、ＩＴによる情報収集や情報発信の手法を習得し、新しい雇用シス

テムの構築を推進する。 

 

③ 農産物を活用した新商品開発事業 

事 業 名：講師招聘事業 

事業内容：農業や食品加工業の経営者や企画担当者向けに地域ブランド品を開発

するため、マーケティング分析を行い消費者ニーズにあった商品開発

方法についての講習会を実施し、雇用拡大の土台を構築する。 

Ⅱ 人材育成メニュー 

（１）観光人材育成事業 
事 業 名：体験観光インストラクター育成事業、外国人向け観光ガイド育成事業 

事業内容：糸満市で観光に従事する人材のベースとなる基礎知識とマーケティン 

グ・プランニングの手法を学び観光ツアー企画、特産品企画を身に付 

け、近年増えてきている外国からの観光客に対応できる実践的な語学 

を習得し、観光関連の企業に人材を供給し、就職に結びつける。 

（２）地域ブランド・販売促進人材育成事業                       

事 業 名：観光物産ビジネス・観光マーケティング研修事業、観光食品ベーシッ

ク人材育成事業、３級販売士養成事業 

事業内容：地元ブランドや他産地の産物との明確な差別化や認知度向上による販 

売拡大の取り組みについて学習する。また販売士の資格取得に繋げ即

戦力となる人材を企業に供給する。 

（３）福祉・介護人材育成事業 

   事 業 名：ホームヘルパー２級取得事業、介護予防運動指導員研修事業、介護職

員基礎研修事業 

    事業内容：本市で業務している福祉関連企業に就職を希望している求職者に対し

福祉サービス基礎として基本視点の理解、業務内容やサービス利用者

に関する知識、介護事務、介護職員について学習する。またホームヘ

ルパーとして必要な資格の取得に繋げ、即戦力となる人材を企業に供

給する。 
  （４）情報通信産業人材育成事業 
    事 業 名：ＩＣＴ基礎研修事業、ＩＣＴ上級研修事業、ＩＣＴ企業実習研修事業 
    事業内容：糸満工業団地に開発拠点を置くＩＣＴ事業者と連携し、ＩＣＴの基礎

知識からネットワークやデータベース、ＩＣＴ業界で牽引者となりう

る人材を育成する。 

（５）求職者スキルアップ事業 

   事 業 名：自己分析研修、就職活動スキルアップ研修 
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事業内容：地域の特性上、求職者には若年者が多く、円滑な就職のために実施す

るものである。キャリア形成、職業理解、就職活動の方法について習

得する。また、社会人として必要なコミュニケーションやビジネスマ

ナー等について習得する。 

 

Ⅲ 就職促進メニュー 

（１）就職サポート事業 

事 業 名：お仕事探し相談室、合同就職説明会、自己分析・就職活動支援 

事業内容：求職者を対象に、相談窓口を設置。また、集客施設への求職情報端末

や短期窓口設置も行い、就職の相談から求人の紹介、各種雇用支援制

度の活用促進等、就職に関するトータルコーディネートを実施し、企

業と求職者のマッチングを促進する。 

 

５－３－２ 独自で行う事業 

（１）企業誘致推進事業 

本市への企業誘致を推進することにより、雇用創出の拡大を図り、経済の活性化及

び市民生活の安定・向上に寄与するため、西崎工業団地の者に対し、助成金を交付す

る。 

①事業名：工場用地取得助成金 

  ３，０００㎡以上の者で２年以内に創業を開始した者に対し、取得した面積に対し 

  １㎡当たり、３００円を乗じた額を交付する。（１回限り） 

 ②事業名：雇用奨励助成金 

  操業開始の日から２年以内に常時使用する従業員が１０人以上でこのうち糸満市内在 

  住者を新規採用した者に対し、１人あたり３０，０００円を交付する（１回限り） 

 ③事業名：固定資産税の課税免除 

  土地、建物、償却資産について、平成２４年３月３１日までに工場を新設、又は増設 

  したものに対し、それぞれの要件に該当する者に対し対象経費に係る固定資産を免除 

する。（５年限り） 

 

６．計画期間 

 

認定の日から平成２５年３月３１日まで 

 

７．目標の達成状況に関わる評価に関する事項 

 糸満市地域雇用創造推進協議会において、地域再生計画の推進により育成した求職者の

就職状況、参加企業の雇用状況を調査し算出する。具体的には、企業や講座受講者に対し

てアンケート等により毎年実施し、計画に係る評価を行う。 

 

８．地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 

 該当なし 


